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市の職員の給与・人事の状況を公開
　清瀬市の職員の給与や休暇などの勤務条件は、市議会で定める条例や、これに基づく規則などで決定されます。「清瀬市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、
市職員の給与や人事の運営状況を公表します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　問合せ　職員課職員係☎497・1843

給与の仕組みや水準、職員人事の運営状況を公表します

きよせ市報　平成28年11月15日号きよせ市報　平成28年11月15日号

◆ 市 職 員 の 給 与 の 状 況
清瀬市の給与の概要（平成28年４月１日現在）

毎月支給
決まって支給

給料

地域手当

扶養手当

住居手当
通勤手当

管理職手当

時間外勤務手当

期末・勤勉手当

退職手当

勤務実績に応じて支給

毎年支給
退職時に支給

一定時期に支給

人件費の状況（普通会計決算）
区分 住民基本台帳人口 歳出額　（Ａ） 実質収支 人件費　（Ｂ） 人件費率（Ｂ/Ａ）

27年度 74,485人
（平成28年3月31日現在） 28,346,046千円 1,092,301千円 4,632,294千円 16.3%

※人件費には、特別職に支給される給与・報酬などを含みます。

１

職員給与費の状況（普通会計決算）
区分 職員数 （Ａ） 給与費 （Ｂ） １人当たり給与費

（Ｂ/Ａ）給料 職員手当 期末勤勉手当 計 
27年度 396人（41） 1,597,352千円 436,729千円 678,280千円 2,712,361千円 6,849千円

※職員手当には退職手当を含みません。（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです（職員数は平成27年4月1日
現在）。給与費は、再任用短時間勤務職員を含んだ数値です。１人当たりの給与費の数値は、上記Ｂを再任用短時間勤務職
員を含まない人数で除したものです。

２

職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）
区分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
清瀬市 312,774円 406,336円 40.9歳 342,889円 422,469円 53.6歳
東京都 316,682円 452,041円 41.6歳 292,729円 395,396円 48.8歳

国 334,283円 408,996円 43.5歳 289,141円 328,318円 50.2歳
※給与とは給料に諸手当を含めた額です（期末・勤勉手当は含まれていません）。国の平均給与月額には、通勤手当・時間外
勤務手当などの手当が含まれていません。

３

職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）
区分 清瀬市 東京都 国

一般行政職 大学卒 181,200円 181,200円 総合職   181,200円
一般職   176,700円

高校卒 144,600円 144,600円 144,600円

４

職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）
区分 経験年数10～14年 経験年数15～19年 経験年数20～24年

一般行政職 大学卒 282,224円 318,828円 366,908円
高校卒 ―― 338,800円 332,075円

５

ラスパイレス指数
平成27年４月１日現在 99.8

平成26年４月１日現在 100.8

※ラスパイレス指数とは、地方公務員の一般行政職の学歴別・経験
年数別構成などが国家公務員と同一と仮定し、国家公務員の給料を
100.0とした場合の、地方公務員の給与水準を算出した指数のこと
です。

６

一般行政職の級別職員の状況（平成28年4月1日現在）
区分 5級 4級 3級 2級 1級

計標準的な職務内容 部長
及び参事

課長及び 
副参事

課長補佐
係長及び主査 主任 係員

職員数 10人 27人 59 人 117人 68人 281 人
構成比 3.6% 9.6% 21.0% 41.6% 24.2% 100.0%

※清瀬市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職
名です。

７

昇給への勤務成績の反映状況（一般行政職）
区分 計

28年度
職員数（Ａ） 281人

勤務成績の区分が「上位」または「最上位」に決定された職員数（Ｂ） 87人
比率（Ｂ）／（Ａ） 31.0%

27年度
職員数（Ａ） 275人

勤務成績の区分が「上位」または「最上位」に決定された職員数（Ｂ） 91人
比率（Ｂ）／（Ａ） 33.1%

※勤務成績の区
分 が「 上 位 」ま
た は「 最 上 位 」
の職員は、区分
が「 標 準 」の 職
員と比べて、１
～２号拡大され
た昇給幅が付与
されます。

８

職員手当の状況（平成28年4月1日現在）

特別職の報酬等の状況について（平成28年4月1日現在）

部門別職員数の状況と主な増減理由

９

10

11

※期末勤勉手当の（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。普通退職とは自己都合などによる退職。定年等退職とは定年、
勧奨などによる退職です。27年度に退職した職員１人当たり平均支給額・勤続年数は、普通退職が8,971千円（２5年0か月）、
定年等退職が22,999千円（38年3か月）でした。

※職員数は一般職に属する職員数であり、臨時または非常勤職員を除いています。（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、
外書きです。△はマイナスです。

手当名 区分 清瀬市 国

扶養手当
配偶者 13,500円 13,000円

配偶者以外 6,000円 6,500円
特定期間の加算 4,000円 5,000円

通勤手当

交通機関利用者 
（電車・バス）

運賃相当額
上限55,000円

運賃相当額
上限55,000円

交通用具利用者 
（自家用車など）

通勤距離（２㌔㍍以上）に応じて 
６か月分を一括支給

通勤距離（２㌔㍍以上）に応じて
1か月ごとに支給

住居手当
自己所有住宅 ―― ――

賃貸住宅 15,000円
（35歳未満の世帯主の職員のみに支給）

27,000円
支給限度額

地域手当

支給対象地域 市内全域

時間外勤務 
手当

27
年
度

支給総額 87,395千円
支給率 15.5% 職員1人当たり

の支給年額 181千円支給対象職員数 484人

国の制度（支給率） 地域区分により
0～20％ 26

年
度

支給総額 85,026千円

支給対象1人当たり平均
支給年額（27年度決算） 585,664円 職員1人当たり

の支給年額 172千円

区分 清瀬市 国

期末手当
勤勉手当

 （ 単位：月分） （単位：月分） 
　　 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

６月期 1.225 （0.65） 0.85（0.40） 　６月期 1.225（0.65） 0.80（0.375）
12月期 1.375 （0.80） 0.85（0.40） 12月期 1.375（0.80） 0.80（0.375）

　　計　　 2.60(1.45）    1.70（0.80） 　　計   2.600（1.45） 1.60（0.75）

退職手当

（支給率） 普通退職 定年等退職 （支給率） 普通退職 定年等退職
勤続20年 23.50 23.50 勤続20年 20.445 25.55625
勤続25年 31.50 31.50 勤続25年 29.145  34.5825
勤続35年 45.00 45.00 勤続35年 41.325 49.59

最高限度額 45.00 45.00 最高限度額 49.59  49.59
その他加算措置 その他加算措置

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置
          （２～20％加算）           （3～45％加算）

退職時の特別昇給 ２号給以内（公務上の死亡）

区分 給料月額等 期末手当等

給料
市長 963,000円  ６月期     2.075月分

副市長 829,000円  12月期    2.225 月分
教育長 761,000円 計     4.30月分  

報酬
議長 570,000円  ６月期     2.00月分

副議長 525,000円  12月期   2.30月分
議員 500,000円 　計     4.30月分

部門 平成27年 平成28年 対前年増減数 主な増減理由

普
通
会
計

一般行政
部門

議会 5 4 △1 正規職員の再任用化
総務企画 109 111 2 業務増

税務 28 29 1 欠員補充
民生 136 142 6 業務増
衛生 29 27 △2 欠員不補充
労働

農林水産 3 3 0
商工 2 2 0
土木 16 16 0
小計 328（35） 334（31） 6（△4）

特別行政
部門

教育 68 64 △4 欠員不補充
小計 68（6） 64（5） △4（△1）

普通会計計 396（41） 398（36） ２（△5） 

公営企業等
会計部門

下水道 7 6 △1 欠員不補充
その他 32 34 2 業務増

小計 39（1） 40（1） 1（0）
合計 435（42） 438（37） 3（△5）

職員の任免及び職員数に関する状況

職員の福祉及び利益の保護の状況

職員の服務の状況（平成２７年度）

職員の研修及び勤務成績の評価の状況

職員の休業の状況

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２7年度）

職員の競争試験及び選考の状況

１

7

５

６

８

３

４

２

◆ 職 員 人 事 の 状 況

区分
職員数

（27年４月
１日現在）

採用などの状況 退職などの状況（27年4月2日～28年4月1日） 職員数
（28年4月

1日現在）
対前年27年4月2日～

28年3月31日
28年

４月１日 計 定年・
勧奨 普通 死亡 その他 計

職員数 435（42） 16 16（9） 32（9） 21 4 1 3（14） 29（14） 438（37） 3（△5）
※（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。△はマイナスです。

※職員の業務成績、業務能力及び業務態度などについて、客観的かつ継続的に把握することにより、職務に対する意欲の向上を図
るとともに、能力開発、指導育成及び昇任選考などに反映し、公正な人事管理を行うことを目的として業績評価を行っています。

（１）職員の勤務時間
　職員の勤務時間は、午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分の 1 日 7 時間 45 分、週 38 時間 45 分です。また、保育園など、
特別の勤務形態によって勤務する必要のある職員も、平均週 38 時間 45 分の勤務時間です。

（２）休暇などの概要

（１）職員の研修の状況（平成 27 年度）

（２）勤務成績の評価の状況（平成 27 年度）

（１）職員の福利厚生制度（平成 27 年度）

（１）育児休業等の取得状況（平成 27 年度）（単位：人） （２）修学部分休業、自己啓発等休業、配
偶者同行休業の取得状況（平成 27 年度）

（２）公務災害の補償の
状況（平成 27 年度）

（３）公平委員会に係る業務に関すること（平成 27 年度）

採用試験の状況（平成27年度実施）
職種 応募者数 1次試験受験者数 最終合格者数

一般事務 152 136 10
一般事務（経験者1回目） 96 90 13
一般事務（経験者2回目） 75 70 5
一般事務（社会福祉士） 14 14 2

一般事務（測量士） 3 3 2
一般事務（電気１回目） 2 2 0
一般事務（電気２回目） 1 1 0

保育士 11 11 3

休暇等の種類……年次有給休暇、病気休暇、母子保健健診休暇、結婚休暇、出産介護休暇、妊婦通勤時間、子の看護休暇、永
年勤続休暇、ボランティア休暇、公民権の行使、骨髄移植休暇、育児の時間、生理休暇、産前産後の休養、忌引、夏季休暇、組
合休暇、介護休暇、短期の介護休暇、妊娠症状対応休暇、育児参加休暇、育児休業、、部分休業、修学部分休業、自己啓発等休業、
配偶者同行休業

区分 分限処分 懲戒処分
処分件数 降任 免職 休職 降給 戒告 減給 停職 免職

０ ０ 27 ０ 2 2 ０ 0

区分 違反者数
法令等及び上司の職務上の

命令に従う義務 ０

信用失墜行為の禁止 6
秘密を守る義務 ０ 

区分 違反者数
職務に専念する義務 ０
政治的行為の制限 ０ 
争議行為等の禁止 ０ 

営利企業等の従事制限 ０ 

区分 内容 受講者数

東京都市町村
職員研修所

必修研修 職層別研修 117

選択研修 講師養成研修、法務研修、自治体経営研修、能力開発研修、情報処理研修、専門職等研修、
実務研修、特別研修、スポット研修 154

東京都各局等研修 実施機関：特別区職員研修所、東京都総務局、東京都福祉保健局、東京消防庁 28

民間等派遣研修
実施機関：地方自治経営学会、（公財）東京都福祉保健財団、（福）東京都社会福祉協議会、（公社）
日本広報協会、日本社会事業大学、市町村職員中央研修所、（公財）東京税務協会、（公財）日本
生産性本部、㈶日本人事行政研究所、（一社）日本経営協会等

59

ブロック合同研修 政策形成研修 4

内部研修 新任職員研修、新任管理職研修、接遇研修、アサーティブコミュニケーション研修、女性活
躍推進研修、男女共同参画研修、ＤＶ研修、普通・上級救命講習会等 709

区分 内容
基準日／評定期間 1月1日／1月1日～12月31日

評定対象者 全職員

評定項目 【管理職】仕事の成果、知識、企画力、折衝・応対力、理解・判断力、指導力、積極性、協調性、責
任感【管理職以外の職員】仕事の成果、職務遂行力、組織運営力、組織支援力、取組姿勢

評定結果 【管理職】昇給及び勤勉手当【管理職以外の職員】昇給及び勤勉手当

区分 事業内容

市町村職員共済組合 短期給付事業（医療関係）及び長期給付事業（年金関係）、福祉事業（人間ドックなど）を行っています。民間
事業者での社会保険及び厚生年金等社会保険制度にあたります。

清瀬市職員共済会 共済組合で行っている各種事業を補完するものとして、また職員の福祉を増進するために福利厚生事業な
どを行っています。

区分 傷病 死亡
公務災害 7 0 
通勤災害 1 0 

区分
　　勤務条件に関する措置の要求の状況

前年度からの
継続案件 27年度事案数 完結件数 翌年度継続件数

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０ ０ ０ ０ 
不利益処分に関する不服申し立ての状況 ０ ０ ０ ０ 

苦情処理の状況 0 1 0 1

区分 育児休業取得者数 部分休業取得者数 育児短時間勤務
取得者数 合計

男性職員 1 0 0 1
女性職員 8 12 1 21

合計 9 12 1 22

区分 取得者数 合計
修学部分休業 0 0 

自己啓発等休業 0 0 
配偶者同行休業 0 0

昇任試験の状況（平成27年度実績）

区分 対象者数 受験
者数 受験率 合格者数 合格率

管理職 38 3 7.9% 3  100.0%
課長補

佐職 33 2  6.1% 2 100.0%

係長職 105 14 13.3％ 11 78.6％
主任職 31 24 77.4% 24  100.0%


